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命 令 書

再 審 査 申 立 人 株式会社日本航空インターナショナル

再 審 査 被 申 立 人 日本航空キャビンクルーユニオン

主 文

本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要等

日本航空キャビンクルーユニオン（以下「組合」又は「ＣＣＵ ）は、」

株式会社日本航空ジャパン（以下「日航ジャパン ）が、①組合の申請に」

基づき交付していたジャーナル（会社が作成している資料で、客室乗務

員の乗務する便などが分かるもの）の写し等の資料を交付しなくなった

こと、②羽田空港ビル３階に組合事務所を貸与しなかったこと、③会社
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が管理職らに平成１７年２月（以下、平成の元号は省略）から１８年８

月にかけて、組合の組合員（以下単に「組合員 ）に対し組合からの脱退」

を勧奨させたり、特定の労働組合への加入を勧誘させたりしたことが不

当労働行為であるとして、同年５月１１日及び同年１１月３０日、東京

都労働委員会（以下「東京都労委 ）に救済を申し立てた。」

本件は、これらのうち、③の申立事実に関する事件である。

なお、後記第２の１(1)のとおり、株式会社日本航空インターナショナ

ル（以下「会社 ）は、同年１０月、会社を存続会社として日航ジャパン」

を吸収合併したことから、同月以後、会社が本件の当事者となった。

２ 初審において請求した救済内容の要旨

(1) 管理職ないし監督職をして、組合員に対し組合からの脱退を勧奨さ

せたり、特定の労働組合への加入を勧誘させないこと

(2) 組合から申請を受けたときは、申請に係る日時、便についての「フ

ライトクルーリスト」を交付すること

(3) 組合から申請を受けたときは、月次スケジュール、ＣＡ（客室乗務

員）リスト及び休職者名簿を交付すること

(4) 羽田空港ビル３階に、３３平方メートル以上の面積を有する組合事

務所を貸与すること

(5) 陳謝文の交付、掲示及び社内報への掲載

３ 初審命令の要旨

東京都労委は、２０年２月１９日付け命令書で、同年３月２７日、上

記１の③の申立事実について、同事実を組成する１７年２月以降の日航

、 （ 「 」）ジャパンの管理職らの行為のうち ４名の管理職ら 以下 本件管理職

による７名の組合員（以下「本件組合員 ）に対する行為は、同社が管理」

職らの言動を通じて、組合からの脱退を勧奨し、特定の労働組合への加

入を勧誘したものとして労働組合法第７条第３号に該当すると判断し、
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管理職らの言動を通じての組合からの脱退勧奨、特定の労働組合への加

入勧誘の禁止及び文書掲示を命じ、その余の申立事実については救済申

立てを棄却した。

４ 再審査申立ての要旨

会社は、２０年４月１０日、上記初審命令のうち救済部分を不服とし

て、同命令の取消しを求めて再審査を申し立てたが、組合は初審命令の

棄却部分につき再審査を申し立てなかったことから、上記１のとおり、

本件再審査の対象は、同１の申立事実のうち③に関する部分である。

５ 本件の争点

本件管理職は、本件組合員に対して組合からの脱退勧奨及び特定組合へ

の加入勧誘を行ったか。

すなわち、

ア Ｙ４ 第１客室乗務室１１乗務チームマネジャー（以下「Ｙ４マ

ネジャー ）は、１７年９月１０日、 Ｚ１ （以下「Ｚ１ ）及び Ｚ」 」

２ （以下「Ｚ２ ）に対し、組合からの脱退とＪＡＬ労働組合（以下」

「ＪＡＬＦＩＯ ）への加入を勧める発言を行ったか。」

イ Ｙ５ 第３客室乗務室３１乗務チームマネジャー（以下「Ｙ５マネ

」） 、 、 （ 「 」） 、ジャー は １８年１月１３日ころ Ｚ３ 以下 Ｚ３ に対し

組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧める発言を行ったか。

ウ Ｙ６ 第２客室乗務室長（以下「Ｙ６室長 ）は、１８年８月１７」

日ころ、 Ｘ３ （以下「Ｘ３ ）に対し、組合からの脱退とＪＡＬＦ」

ＩＯへの加入を勧める発言を行ったか。

エ Ｙ６室長は、１８年８月１１日ころ、 Ｘ４ （以下「Ｘ４ ）に対」

し、組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧める発言を行ったか。

オ Ｙ７ 第３客室乗務室３５乗務チームマネジャー（以下「Ｙ７マネ

」） 、 、 （ 「 」） 、ジャー は １８年７月１７日ころ Ｘ５ 以下 Ｘ５ に対し
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組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧める発言を行ったか。

、 、 （ 「 」）カ Ｙ７マネジャーは １８年７月１３日ころ Ｘ６ 以下 Ｘ６

に対し、組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧める発言を行った

か。

第２ 認定した事実

１ 当事者等

(1) 会社は、肩書地に本社を置き、国内外に１００余りの支店・事業所

を置いて、旅客及び貨物等の航空運送事業を主たる業とする株式会社

であり、１８年１０月１日当時の従業員は約１万８０００名である。

なお、１６年６月２６日から１８年９月３０日までの間、持株会社

である株式会社日本航空の下に、事業会社として、会社と日航ジャパ

ンがあったが、同年１０月１日、会社は、会社を存続会社として日航

ジャパンを吸収合併した。

(2) 組合は、会社に勤務する客室乗務員をもって組織する労働組合であ

る。

組合は、日航ジャパンの従業員で組織していた日本航空ジャパン労

（ 「 」） 、働組合 以下 ＪＡＬＪ労組 から１６年９月に分離独立したもので

本件救済申立当時、日航ジャパンの客室乗務員を組織する日本航空ジ

ャパンキャビンクルーユニオン（以下 「組合」又は「ＣＣＵ」という、

場合には当該労働組合を含む と称していたが 会社合併に伴い １８。） 、 、

年９月末に会社の客室乗務員を組織する日本航空客室乗務員労働組合

（以下「客乗組合 ）と合併して現在の名称となった。」

１９年３月当時の組合員は約１８００名である。

(3) 会社には、組合のほかに、客室乗務員を組織しているＪＡＬＦＩＯ

（組合員は約１万名、うち客室乗務員は約５３００名）や、客室乗務
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員以外の従業員を組織している日本航空乗員組合（以下「乗員組合 ）」

等７つの労働組合がある。

２ 日航ジャパン当時の客室乗員部の組織体系及び管理職の権限

(1) 客室乗員部の組織体系

客室乗員部は、客室乗員部長の下、３つの客室乗務室が置かれ、各

客室乗務室は客室乗務室長が統括する。各客室乗務室は、６つの乗務

チームに分かれ、各乗務チームは客室マネジャーが統括する。

(2) 管理職の範囲及び権限

客室乗員部では、客室マネジャー（職制上の名称であり、一般には

チームマネジャーと称されている ）以上が管理職に位置付けられてい。

る。客室乗員部長、客室乗務室長及び客室マネジャーの権限は、次の

とおりである。

ア 客室マネジャー

(ｱ) 自己が統括する乗務チームの客室乗務員の昇格、一時金に関する

一次人事考課を行う。

(ｲ) 乗務する際は、統括・管理者として、同乗している全ての客室乗

務員に指示・指導を行う。

(ｳ) 客室乗務員の地上職への異動の推薦を行う。

(ｴ) 契約制客室乗務員（１年契約の契約社員として入社した客室乗務

員で、管理職等による審査を経て正社員に登用される ）に対し、。

正社員になるまでの経験年数に応じて行われるステップ訓練状況の

確認を行う。

(ｵ) 客室乗務員が育児休暇や病気休職などの長期休暇から復帰する際

には最終チェックを行う。

イ 客室乗務室長

自己が統括する室の客室マネジャーを統括するとともに、客室乗
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務員の昇格、一時金に関する二次人事考課を行う。客室マネジャー

から推薦があった客室乗務員の地上職への異動を認める。

ウ 客室乗員部長

客室乗員部の３室長を統括するとともに、客室乗務員の昇格、一

時金に関する最終人事考課を行う。

３ 経営統合前の日航ジャパンにおける労使事情について

(1) 経営統合前の会社では、ＪＡＬＦＩＯが従業員の過半数を組織して

おり、客乗組合及び客乗組合と連絡組織を設けて連携している乗員組

合などの労働組合は少数組合であったが、日航ジャパンでは大半の従

業員をＣＣＵの母体であったＪＡＬＪ労組が組織していた。

なお、上記１(2)認定のとおり、組合は１６年９月にＪＡＬＪ労組か

ら分離独立した。

(2) １６年１２月ころ、オールＪＡＬＪ労働組合（１７年２月に設立さ

れ、同年９月にＪＡＬＦＩＯに統合された。以下「ＡＪＬＵ ）設立の」

動きが始まり、ＣＣＵの組合員がＡＪＬＵに加入勧誘されたという報

告が組合の執行部に頻繁に寄せられるようになった。

これと相前後した時期である１７年１月に、昇格者が提出した脱退

届の用紙のコピーに組合員名を書き入れた脱退届が３９通、組合の執

行部に提出された。

、 、組合は この問題に関する事実関係の調査を日航ジャパンに要求し

。 、 、同年２月２５日に事務折衝が開催された この席上 日航ジャパンは

①１６年１１月ころ 同社の一般職の客室乗務員からある管理職に 組、 、「

合を脱退したいのだがどうすればよいか 」との相談があった、②この。

管理職は、昇格して組合を脱退することになった従業員の直属上司で

ある管理職に依頼して、昇格者からの脱退届のコピーを入手した、③

そして、名前の部分を消した上で、そのコピーを依頼者に交付した、
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といった内容の調査結果を組合に伝えた。また、日航ジャパンは、組

合の質問に対して、相談を受けた管理職の名前は公表できない、不当

労働行為であるとは思っていない、相談を受けた管理職は個人の判断

で対応した、などと答えた。

(3) １７年１０月ころ、整備部門の職場で、管理職有志による学習会が

勤務時間内に会社の会議室を使って数回行われた。

この学習会では「労務知識」と題するパンフレットが配布された。

このパンフレットでは、ＪＡＬＦＩＯについて 「産業民主主義に基づ、

く民主的労働運動を標榜する」労働組合であり、会社に対し 「運命共、

同体であり、労使が協力して会社の業績を伸ばすことで、組合員の生

活向上を図る」という考え方を持ち 「徹底した話合いにより解決を図、

る」という交渉形態を持っていて、これらは、世間一般の労働組合と

ほぼ同様であるとの分析を行っていた。これに対して、組合が分離独

立する前のＪＡＬＪ労組については 「ストライキを背景とした民主的、

・戦闘的な運動をベースに働く者の利益・権利擁護等のために戦う 共（

産党を支持する全労連と同様の考え方 」という運動方針を持ち、会社）

に対しては 「会社は使用者であり、労働者から搾取しているため、ス、

トライキを背景に要求を勝ち取っていく」という考え方を持ち 「スト、

ライキという戦闘的な実力行使の手段を背景として交渉を行う」など

と分析していた。また、整備職場以外ではＪＡＬＪ労組の組合員が減

少しているのに整備職場でのみ同労組の組合員が減少していない理由

として、同労組の宣伝が浸透しているため世間一般がどう見ているか

を認識できていない、組織で仕事を行うため一人では仲間外れにされ

る、などの理由を挙げていた。

この問題を知って抗議した組合に対し 日航ジャパンは １７年１０、 、

月２５日の事務折衝及び団体交渉において、上記パンフレットは管理
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職有志による勉強会で使われた資料であって日航ジャパンが関与した

ものではないが、会社合併前の大事な時期にこのような形で誤解を招

いたことはよいことではないので、このようなことのないように留意

していくなどと説明したのに対し、組合は、たとえ有志の勉強会だと

しても二度と発生させない旨の日航ジャパンの決意表明と謝罪があっ

たと受け止めるなどと述べた。

(4) １７年１２月ころ、組合から、管理職による利益誘導の脱退勧奨が

行われている旨の指摘を受けて、日航ジャパンは、同月２８日の事務

折衝で、組合に対し、問題となる事実は発見できなかった旨の調査結

果を報告した。

また 日航ジャパンは １８年１月 管理職に対する訓示の中で 今、 、 、 、「

年は１０月に一社化（会社合併）を迎える大事な年であり、客室本部

の全メンバーが心を一つにしてこれを乗り切っていかなければならな

い。遺憾ながら、最近労働組合より管理職による不当労働行為につい

て指摘を受けている。これに関しては、従前より本部としてはあって

はならないと徹底しており、ないものと信じているが、管理職の皆さ

んには改めて意識を持って業務に当たっていただきたい 」と述べた。。

(5) １８年３月３日、 Ｙ２ 客室乗員部長（当時。以下「Ｙ２部長 ）」

は、組合の Ｘ２ 書記長（当時。以下「Ｘ２書記長 ）に対し 「３」 、

月７日の労使協議会では不当労働行為の話をしないでほしいの。Ｙ３

社長（当時）もこれで最後の労使協議会になるだろうし、不当労働行

為の話が出るのはよくないの 」などと言った。Ｘ２書記長が 「もち。 、

ろん（日航ジャパンの）中期計画の説明がされるので、内容について

質問させていただきたいことはあります （組合の持ち時間である）１。

時間１５分すべてを不当労働行為に使うつもりはありませんが、組合

組織にとって大きな問題ですし、社会から問われている安全にかかわ
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る根幹部分なので触れない訳にはいきません 」と答えると、Ｙ２部長。

は 「日航ジャパンは会社と一緒になって変わっていくのよ。Ｘ２さん、

だって将来のこともあるでしょう 」旨述べた。。

４ 組合員の組合からの脱退及び脱退に伴う組合員の認識について

(1) 組合は、１６年９月に結成した当時には組合員数１６００名を擁し、

日航ジャパンの客室乗務員のほぼ全員を組織していたが、会社合併の

過程で組合員の脱退が相次ぎ、１８年５月１１日の本件初審申立時の

組合員数は約１３００名に減少していた。

この間、客室乗務員が管理職等から脱退勧奨されたとの報告が、組

合に相次いで寄せられていた。

同年８月１０日、日航ジャパンが行った１８８期、１８９期の国際

線訓練受講者選抜において、組合員である契約制客室乗務員は１人も選

抜されなかった このため 同月中旬頃に組合脱退者から 今回 １８８。 、 「 、

期、１８９期の方達の国際線出向を踏まえて、私達も同期全員で行け

れば訓練に行きたいと思いました 」旨脱退理由欄に記載した脱退届。

が複数提出される等、組合員の間には、組合に入っていると国際線訓

練受講者に選抜される可能性が低くなるとの理解が広まっていた。

また、１８年５月１日付けのインストリーダー（客室マネジャーを

） 、 、補佐する者 の選任において それまで選任されていた７２名のうち

ＪＡＬＦＩＯの組合員は全員外されなかったが、組合員は１７名が外

、 、されたことから 組合に入っていると管理職からの評価が低くなると

組合員は認識していた。

(2) １８年５月１８日、会社は 「２００６－２０１０年度ＪＡＬグルー、

プ中期経営計画 、｢２００６年度客室本部運営方針」などについて、」

日航ジャパン常務取締役であるＹ８客室本部長（当時）が出席して、

ＪＡＬＦＩＯと協議を行った。その場で、Ｚ６ＪＡＬＦＩＯ客乗本部
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長（当時）は 「今期の重要課題である日航ジャパン社員のＪＡＬＦＩ、

Ｏ加入活動ですが、先日、客室乗務員の同社組合員が２００名を超え

ました。まだ同社客室乗務員の２０％にも満たない組織数ですが、着

々と日航ジャパンの中にも、民主的労働運動の輪が広がってきていま

す。一社化後の客室本部における安定的な労使関係を構築するために

も、この流れを止めずに、３００名、さらには、４００名の加入を目

指して取り組んでいきますので、日航ジャパンとしても、安定的な労

使関係の重要性を再認識していただきたいと思います 」旨述べた。。

(3) 組合の、１７年１月から１８年１０月までの脱退者数は、下表のと

おりである。

年月 脱退者数 備 考

１７年１月 ４０人 うち契約制客室乗務員２人

２月 ６人

３月 ８人

４月 ０人

５月 １人

６月 １人

７月 １７人 うち契約制客室乗務員１２人、会社出向者４人

８月 ４人

９月 １８人

１０月 ７人

１１月 ２人

１２月 ６人

１８年１月 ２人

２月 ３人
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３月 ２０人

４月 ７５人 うち契約制客室乗務員６４人

５月 ７人 うち契約制客室乗務員６人

６月 ８人 うち契約制客室乗務員４人

７月 ４人 うち契約制客室乗務員１人

８月 ８人 うち契約制客室乗務員７人

９月 ２６人 うち契約制客室乗務員１０人

１０月 ５人 うち契約制客室乗務員１人

５ 本件管理職の言動について

(1) １７年９月１０日、Ｙ４マネジャーと同月当時同マネジャーの直属

の部下で組合員であったＺ１及びＺ２は、Ｚ１が天王洲アイル駅付近

に新居を構えることになったことを機に、天王洲アイル駅付近のレス

。 。トランで会食した 上記３名は以前から食事を共にする間柄であった

Ｚ１及びＺ２は、それから１か月以内に組合を脱退した。

なお、組合の代議員（組合員の無記名投票により１０名に１人の割

合で選出され、組合大会に出席）である Ｘ７ （以下「Ｘ７証人 ）」

は、上記レストランにおいてＹ４マネジャーがＺ１及びＺ２に対し脱

退勧奨等を行った現場を見聞したとして、東京都労委に陳述書を提出

し同委員会で証言した。Ｙ４マネジャーとＸ７証人とは一緒に乗務し

たことがある間柄にあり、また、同証人とＺ１及びＺ２とは顔見知り

であり、同証人は両名を組合員と認識し得る関係にあった。

(2) １８年１月１３日ころ、Ｙ５マネジャーと同月当時同マネジャーの

直属の部下で組合員であったＺ３及びＪＡＬＦＩＯ組合員の Ｚ４

（以下「Ｚ４ ）は、体調を崩して１か月ほど仕事を休んでいたＺ４が」

、 、 。職場に復帰したことを機に 羽田空港のレストランで ３人で会食した

上記３人はよく旅行や食事に行く間柄であった。この席で、Ｙ５マネジ
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ャーは、Ｚ３に対して、一般職の中での最高職位であるＳＵ（キャビン

） 、スーパーバイザー は現インストラクターの中から選抜することになる

その他の人は、その次の職位であるＣＤ（キャビンコーディネーター）

に位置付けられるなどと説明し 「あなたもＳＵを目指すのなら、

ば、ＪＡＬＦＩＯに入らないと 「会社は男女差別があって昇格。」、

に差がある。一社化（会社合併）後は組合差別による昇格差別も出てく

るはずよ 「もっと現実を知った方がいい 」などと言った（以下、Ｙ。」、 。

５マネジャーの上記一連の発言を「本件Ｙ５マネジャーのＺ３に対する

言動 。」）

、 、 。Ｚ３は １８年４月に組合を脱退し その後ＪＡＬＦＩＯに加入した

なお、Ｘ７証人は、上記レストランにおいてＹ５マネジャーがＺ３に

対し脱退勧奨等を行った現場を見聞したとして、東京都労委に陳述書を

提出し同委員会で証言した。

(3) １８年８月１７日ころ、組合員Ｘ３が執務中に、Ｘ３の入社時の期

担教官（新人訓練を担当する教官のこと）であり、同月当時Ｘ３の直

属の上司であるマネジャーを統括するＹ６室長が声を掛け 「なぜ、あ、

っちに行かないの 「ごめんね、業務中にこんな話をして 」などと。」、 。

言った。これに対して、Ｘ３は 「タービュランス事故（Ｘ３が乗務し、

ていた便において、フライト中の突然の揺れにより、給仕中の熱い飲

み物で幼児が火傷を負った事故）のとき、ＣＣＵには心のケアなどを

してもらいました。ＣＣＵを抜ける気はありません 」などと答えた。。

Ｙ６室長は 「会社は数字で人を見るものだから、頑張っているあな、

たには是非… 。ジャカルタにも行っていたでしょう 」と言ったが、。

これは、１７年２月ころ行われたジャカルタ行き定期便乗務員選抜に

Ｘ３が選抜されたであろうことを意味するものであった。これに対し

Ｘ３が 「ジャカルタには、ＣＣＵの代議員をしていたので選抜されま、



- 13 -

せんでした。会社のやることは分かりやすいですよね 」と言うと、Ｙ。

６室長は 「逆に分かりやすいことをするのが会社なのよ、もっと利口、

になって行動したら。私は、あなたの期担教官として声を掛けたの。

今の直属のマネジャーであるＺ５さんは声を掛けられないと思って、

私が声を掛けたのよ 」と言った（以下、Ｙ６室長のＸ３に対する上記。

一連の発言を「本件Ｙ６室長のＸ３に対する言動 。」）

(4) 乗務員である組合員Ｘ４は、１８年９月及び１０月に会社で予定さ

れていた地上研修の候補者としてマネジャーから打診を受けていた。

同年８月１１日ころ、Ｘ４の直属の上司であるマネジャーを統括す

るＹ６室長は、スタンバイ（急な呼出しのフライトに備えて客室乗員

部内で待機する勤務）中であったＸ４に対して、地上職勤務に就く意

思があるかどうかを尋ねた。Ｘ４が「気が進みません 」と答えると、。

Ｙ６室長は 「あなたはＣＣＵに残っているみたいだけど、理由はある、

。」 。 、 、「 、 、の と聞いた これに対し Ｘ４が 組合の選択は自由だし 私は

ずっと現場で働いてきて同じ考えのＣＣＵに賛同しているので、残っ

ています 」と答えると、Ｙ６室長は「ＪＡＬＦＩＯの話を聞いた上で。

の判断なの 」と聞いた。Ｘ４が、ＪＡＬＦＩＯの機関紙を読んでいる。

が考え方に賛同できない旨を述べると、Ｙ６室長は 「もし地上職をや、

ることになったら、周りはみんなＪＡＬＦＩＯの組合員で、業務もギ

クシャクしてやりにくくなるのよ 」と言った。Ｘ４が、組合を抜けて。

まで地上職をやりたいとは思わないなどと述べると、Ｙ６室長は 「で、

は、地上職への異動は考え直します。でも、長く働くつもりなら考え

方を変えた方が良いわよ 」と述べた（以下、Ｙ６室長のＸ４に対する。

上記一連の発言を「本件Ｙ６室長のＸ４に対する言動 。」）

同日、Ｘ４は、友人に、上記Ｙ６室長とのやり取りについて 「スタ、

ンバイ無事に終わった。今度はＹ６さんから直接１０月から地上スタッ
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、 。」、（ ）フに推薦したいって言われたから はっきり断った Ｙ６室長から

「４月から行ってもらいたいから考えておいて 「地上スタッフはみん」、

な（ＪＡＬ）ＦＩＯだから、ＣＣＵからだと辛いと思うのよね （と言」

われた 「不当労働行為かなあ。ＣＣＵ抜けるつもりはないのでって。）、

はっきり断った 」等と記載したメールを携帯電話で送信した。。

、 、(5)ア 会社では １１年４月１日に施行された育児介護休業法に基づき

深夜業免除制度が実施されていた。これにより、小学校就学前の児

、 、 、童を養育する客室乗務員は 申請により深夜業を免除され 会社は

免除の申請をした客室乗務員については、始・終業時刻が深夜時間

帯にかからない便の乗務となるよう勤務割を行ってきた。

しかし、会社合併前の１５年６月４日、会社は、深夜業免除制度

の変更を提案した。その内容は、①同年８月以降は、深夜業免除申

請者に深夜勤務にかからない日帰りの乗務パターン（以下「深夜業

免除パターン ）を可能な限り割り当てることを基本とするが、同免」

除パターンでは割り当てることができなくなる結果生じる不就労日

については賃金を支払わない（翌月の賃金から不就労日の賃金相当

額を控除する 、②乗務した場合に支給される乗務手当について、。）

１か月当たり６５時間に相当する額を下回る場合にはその差額を支

払うという制度を廃止する、というものであった。また、会社は、

同月下旬、上記制度変更の受入を内容とする労働協約の締結を条件

として、当面の間、深夜免除申請者にあっても月５日間の勤務確保

を提案した。

ＪＡＬＦＩＯは上記提案を受け入れて同年７月１日に労働協約を

締結したが、客乗組合は労働条件の大幅な改悪となることなどを理

由に締結を拒否した。

同月２５日、会社は、客乗組合と合意が得られないまま深夜業免
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除制度の改正を実施した。この結果、ＪＡＬＦＩＯ組合員の深夜業

免除申請者と客乗組合組合員の深夜業免除申請者の間には月間乗務

割当日数に大きな差が生じた。

客乗組合所属の深夜業免除申請者４名は、会社の措置は違法であ

るとして東京地方裁判所に賃金支払請求等訴訟を提起し、同裁判所

は、１９年３月２６日、会社に約１５００万円の支払を命ずる判決

を言い渡した。同判決は、双方が控訴せず確定した。

イ １８年６月６日、日航ジャパンは、同年１０月の会社合併後は会

、 、社が実施している制度を適用することを前提として 組合に対して

会社とＪＡＬＦＩＯとが締結した労働協約と同内容の労働協約を締

結するよう申入れを行った。また、日航ジャパンは、深夜業免除申

請者には勤務日を最低月５日間保障すること、労働協約を締結すれ

ば勤務日を月１０日間前後とできることも併せて提示した。

組合は、それまで約２０日間の勤務が保障されていた深夜業免除

申請者の収入が激減することを理由として、労働協約の締結に難色

を示していた。

なお 会社と組合は 深夜業免除制度に関して 会社合併後の１９、 、 、

、「 」年６月２６日 客室乗務員の深夜業免除措置取り扱いに関する協定

を締結した。

ウ 組合員Ｘ５は １４年に懐妊休職し １７年９月に復職した １８、 、 。

年７月当時、育児のために、深夜業免除制度を利用して、１か月の

外泊回数を６回までという条件で勤務を続けていた。

同月１７日ころ、同月当時Ｘ５の直属の上司であったＹ７マネジ

ャーは、フライトの準備をしていたＸ５に声を掛け、同年１０月の

会社合併により深夜業免除の取扱いが変更されることを指摘して、

「日航ジャパンの深夜業免除制度も、１０月の会社合併以降どうな
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るか分からないのよ 「協定を結んでいないＣＣＵの組合員には１。」、

か月に１日から３日しか勤務のアサイン（指定）がないということ

よ 「そうなると、ＣＣＵのママさん客室乗務員は、１０月以降、。」、

働き続けることができなくなるわ 「あなたには辞めてほしくない。」、

から、早く考えた方が良いわ 」旨述べた（以下、Ｙ７マネジャーの。

Ｘ５に対する上記一連の発言を「本件Ｙ７マネジャーのＸ５に対す

る言動 。これに対し、Ｘ５は 「考えておきます 」と答えた。」） 、 。

エ 組合員Ｘ６は、１４年に懐妊休職し１８年２月に職場に復帰した

が、同年７月当時、育児のために、深夜業免除制度を利用して、宿

泊を伴わない日帰り便のみの乗務に従事していた。

同月１３日ころ、同月当時Ｘ６の直属の上司であったＹ７マネジ

ャーは、乗務終了直後、客室乗員室内で翌日の乗務のための調べも

のをしようとしていたＸ６に話し掛け、世間話の後で 「ところで、、

地雷を踏む覚悟で言うけど、１０月から深夜業免除制度が変更にな

、 。」るけど 大丈夫？ 協定持っている組合は一つしかないんでしょう

などと言った。

そして、Ｘ６が「大丈夫も何も、私は頑張れるところまで頑張る

つもりです。自分で考えますから 」と答えると、Ｙ７マネジャーは。

「よく考えて 」と言った（以下、Ｙ７マネジャーのＸ６に対する上。

記一連の発言を「本件Ｙ７マネジャーのＸ６に対する言動 。」）

なお、Ｙ７マネジャーとＸ６とは、約３年間、国際線で同一グル

ープに所属し、フライトや現地滞在などで生活を共にした時期があ

った。

第３ 当委員会の判断

１ 前記第１の５の本件争点（以下「争点 ）ア（本件Ｙ４マネジャーのＺ」
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１及びＺ２に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、１７年９月１０日の食事会で、Ｙ４マネジャーがＺ

１及びＺ２に対し 「第２組合にいることが総合職だと当たり前のこ、

となのよ 「所属組合のことは、長い目で見るとどうするのが一番。」、

いいかよく考えて… 」などと発言したと認定するが、誤りである。。

(ｲ) Ｙ４マネジャーは以前からＺ２と付き合いがあり、３人一緒のグ

ループになってからは、羽田や宿泊先などで、よく飲食を共にする

間柄であった。上記食事会は、Ｚ１が新居を構えることになり、Ｚ

１からの誘いで催すことになったものである。会話の内容は、マン

ションの話等あくまでプライベートな話であり、Ｙ４マネジャーは

不当労働行為と目されるような発言は一切行っていない。

、 、(ｳ) Ｘ７証人は 店の背中合わせで１メートル程度の隣のテーブルで

Ｙ４マネジャーがＺ１及びＺ２に対し組合からの脱退勧奨等を行っ

た事実を見聞したと初審において証言したが、Ｙ４マネジャーら３

名は、会社申請の Ｙ９ 証人（以下「Ｙ９証人 ）が初審及び再審」

査段階で行った事情聴取に対し、①Ｙ４マネジャーら３名がＸ７証

人の供述する１メートルの距離に居た同人に気が付かないのは不自

然であり、Ｘ７証人はその場に居なかったと述べていること、②Ｘ

７証人はＹ４マネジャーら３名の座席の位置関係及びＺ２の服装を

誤って供述していること、③Ｘ７証人がＹ４マネジャーら３名をい

つ認識したかの供述に矛盾があること、④Ｘ７証人はＹ４マネジャ

ーら３名の服装について供述しているが、同人の陳述書には書かれ

ておらず、参考にしたとされる当時のメモの存在もあいまいである

ことなどから、Ｘ７証人の陳述及び供述はあいまいで信用できず、



- 18 -

同人自らが見聞したとは到底思えない。

(ｴ) Ｙ４マネジャーがＺ１及びＺ２に対し組合からの脱退及びＪＡＬ

ＦＩＯへの加入を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ７証人の

陳述書及び供述等を根拠とした初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

(ｱ) 会社の反証は、Ｙ４マネジャーから聴取りを行ったとするＹ９証

人が初審及び再審査において陳述書を提出し証言しただけで、初審

命令において脱退勧奨等を行ったと認定されたＹ４マネジャー本人

は陳述書を出さず証言もしていない。脱退勧奨を自ら見聞したＸ７

、 、証人の陳述書及び供述が虚偽だと主張するなら Ｙ９証人ではなく

Ｙ４マネジャー本人が陳述書を提出し証言すべきである。

(ｲ) Ｙ９証人は、自らの陳述書においてＹ４マネジャーが食事会にお

いてマンションの話をしたことを認めているが、この証言は、初審

第３回審問の場における「…マンションの高層階がどうとか、そう

いう話をされていました 」とのＸ７証人の供述と一致しており、こ。

れは同人がその場に居たことの何よりの証明である。

(ｳ) Ｙ４マネジャーからの伝聞に基づくＹ９証人の陳述書及び供述と

Ｙ４マネジャーによる脱退勧奨等の現場を直接目撃しリアルに表現

したＸ７証人の陳述書及び供述を比較すれば、全体の内容、会話の

流れ等からみて、Ｘ７証人の供述が真実であることは明白である。

(ｴ) Ｚ１及びＺ２は、上記食事会から１か月以内に組合を脱退してお

り、Ｙ４マネジャーによる組合からの脱退勧奨と脱退との間には因

果関係が認められる。

(ｵ) したがって、初審命令の事実認定に誤りはなく、Ｙ４マネジャー

のＺ１及びＺ２に対する言動を組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの

加入を勧めた発言と判断した同命令は正当である。
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(2) 当委員会の判断

ア 会社は、１７年９月１０日の会食での会話の内容は、マンションの

話等あくまでプライベートなものであり、Ｙ４マネジャーがＺ１及び

Ｚ２に対し、組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧めるような

発言は行っていない旨主張する。

イ １７年９月１０日の会食でのＹ４マネジャーとＺ１及びＺ２との会

話について、組合は、当該現場に居合わせ脱退勧奨等の現場を見聞し

たとするＸ７証人作成の陳述書を提出するとともに、同人の供述（初

審第３回及び第４回）によりＺ１及びＺ２が脱退勧奨等を受けたこと

の立証を行った。一方、会社は、他の脱退勧奨等の発言があったとさ

れた事項同様、Ｙ４マネジャーから事情を聴取したとするＹ９証人作

成の陳述書を提出するとともに、同人の供述（初審第５回及び再審査

第１回）により当該脱退勧奨等の事実のないことの反証を行ったが、

初審・再審査を通じ、脱退勧奨等の発言を行ったとされるＹ４マネジ

ャーの陳述書の提出はなく、証人としての証言も行っていない。

ウ 会社は、Ｘ７証人の供述は信用できない旨、上記(1)ア(ｳ)のとおり

主張するので、以下これらの点について検討する。

(ｱ) 会社は、Ｘ７証人がレストランでのＹ４マネジャーら３名と同人

との距離は１メートルであったと供述したのに対し、そのような近

接した距離に居てＹ４マネジャーら３名が同人の存在に気付かない

のは不自然であると主張する（同(ｳ)① 。）

確かに、Ｙ４マネジャーら３名が食事や会話に夢中になっていた

としても、１メートルという近接した位置に居たという顔見知りの

Ｘ７証人の存在に気付かないことは考え難い。そして、気付いてい

ればＹ４マネジャーが組合からの脱退勧奨の発言を行うことは起こ

り難い。以上のことからすれば、Ｘ７証人がその場に居合わせ、１
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メートルという近接した位置に居たとする供述には疑問がある。

(ｲ) Ｙ４マネジャーら３名の座席の位置関係及びＺ２の服装に関する

Ｘ７証人の供述について（同(ｳ)② ）は、労使双方の証人の供述は）

、 、一致しておらず 上記イの立証のほかこれに関する証拠はないから

いずれが事実であるか判断できない。

(ｳ) Ｘ７証人のＹ４マネジャーを認識した時期に関する同証人の証言

について（同(ｳ)③）は、同証人は、主尋問では同証人がテーブル

に着いてからＹ４マネジャーが居たことに気付いたと供述していた

が、反対尋問では同証人が店に入ってくる時に同マネジャーの存在

に気付いた旨供述しており、供述に一貫性がない（初審第４回審問

１８頁 。また、同証人は、店に入ってくる時に、Ｙ４マネジャー）

の顔を見ているかの尋問に対し 「Ｚ１は分かった」と述べ、Ｙ４、

マネジャーの声が聞こえたかどうかの尋問に対しては 「聞こえて、

ないと思う 」と述べるなど、あいまいな供述している（同審問２。

３頁 。さらに、同証人は、Ｙ４マネジャーら３名が出て行った出）

口の場所に関して店のレイアウトを見せながら行われた尋問に対し

ても 「恐らくそうだと思います 」と、あいまいな供述をしている、 。

（同審問２４頁 。）

(ｴ) Ｙ４マネジャーら３名の服装について（同(ｳ)④）は、Ｘ７証人

はこのことについて証言はしているが陳述書にはその内容が記載さ

れていない。そして、同証人は、服装の記録に関する尋問に対し、

「あると思う 」旨述べたが、その記録は証拠として提出されなか。

った。

エ 以上のとおり、Ｘ７証人の供述の中にはマンションに関する話等そ

の場で聞いていなければ分からないような内容が一部含まれており、

また、前記第２の５(1)認定のとおり、Ｚ１及びＺ２は当該食事会の
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１か月以内に組合を脱退している事実も認められ、加えて、上記イの

とおり、Ｙ４マネジャーの脱退勧奨等の発言に関する会社の反証は必

ずしも適切十分なものとはいえないので、Ｙ４マネジャーがＺ１及び

Ｚ２に対して組合の主張するような脱退勧奨等の発言を行ったとの疑

いはある。しかしながら、上記ウで検討したＸ７証人の供述状況にか

んがみると、１７年９月１０日にＹ４マネジャーがＺ１及びＺ２に対

し脱退勧奨等の発言を行ったことを直接見聞したとするＸ７証人の供

述には疑問が残り、当該脱退勧奨等の発言があったと認定するには未

だ立証が不十分である。

２ 争点イ（本件Ｙ５マネジャーのＺ３に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、１８年１月１３日ころの食事会において、Ｙ５マネ

ジャーがＺ３に対し、一般職の中で最高職位であるＳＵ（キャビン

スーパーバイザー）は現インストラクターの中から選別することに

なる、その他の人はその次の職位であるＣＤ（キャビンコーディネ

ーター）に位置付けられるなどと説明し 「あなたもＳＵを目指す、

のならば、ＪＡＬＦＩＯに入らないと 「会社は男女差別があっ。」、

て昇格に差がある。一社化（会社合併）後は組合差別による昇格差

別も出てくるはずよ 「もっと現実を知った方がいい 」などと発。」、 。

言したと認定するが、誤りである。

(ｲ) Ｙ５マネジャーのＺ３に対する脱退勧奨等発言についてのＸ７証

人の供述等は、以下のことから、到底信用できるものではない。

① Ｘ７証人は初審第４回審問の場で、同人と一番奥に座っていた

Ｚ３との距離は２メートルくらいであったと供述しているが、会

社の聴取りに対しＹ５マネジャーは、Ｘ７証人の席とは５メート
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ルくらい離れており、同証人が同マネジャーの会話を聴き取れる

状況ではなかったと述べている。

② Ｘ７証人は途中でＹ５マネジャーが電話をかけたと供述する

が、同マネジャーの食事の誘いにＺ７マネジャーから参加できな

いとの電話がかかってきたのが事実である。

③ Ｘ７証人は、店を出る時にＹ５マネジャーに「こんばんは」と

声を掛け、その際同マネジャーは「あら、そんな所に居らっしゃ

ったの。大きな声を出して大変失礼いたしました 」などと発言。

したと供述するが、そのような事実はない。

(ｳ) Ｙ５マネジャーがＺ３に対し組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへ

の加入を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ７証人の陳述書及

び供述等を根拠とした初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

(ｱ) 会社は、Ｙ５マネジャーから聴取りを行ったＹ９証人が、初審及

び再審査において証言を行ったが、Ｘ７証人の供述が虚偽だと主張

するなら、Ｙ９証人ではなくＹ５マネジャー本人が陳述書を提出し

証言すべきである。

(ｲ) Ｘ７証人はレストランで写真を撮影したが、これはＹ５マネジャ

ーにより脱退勧奨等が行われていたので、それを目撃した証拠とし

て保全しようとしたことによるものである。Ｙ９証人は、Ｙ５マネ

ジャーは店に入った当初からＸ７証人の存在に気付いていたが同人

の撮影行為には気付かなかったと供述しているが、不自然である。

写真撮影に気付かなかったのは、Ｙ５マネジャーらがＸ７証人の存

在そのものに気付いていなかったことを証明するものである。

(ｳ) したがって、初審命令の事実認定に誤りはなく、本件Ｙ５マネジ

ャーのＺ３に対する言動を組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入



- 23 -

を勧めた発言と判断した同命令は正当である。

(2) 当委員会の判断

ア Ｙ５マネジャーがＺ３らと会食したことに争いはない。

会社は、本件Ｙ５マネジャーのＺ３に対する言動の事実はない旨

主張する。

イ 上記について、組合は、同事実を根拠付ける証拠として、当該現

場に居合わせ脱退勧奨等の現場を見聞したとするＸ７証人作成の陳

述書を提出するとともに、同人の供述（初審第３回及び第４回）等

により立証を行ったが、同人はＹ５マネジャーの言動を具体的かつ

詳細に供述しており不自然な点はない。一方、会社は、他の脱退勧

奨等の発言があったとされた事項同様、Ｙ５マネジャーから事情を

聴取したとするＹ９証人作成の陳述書を提出するとともに、同人の

供述（初審第５回及び再審査第１回）により当該事実がないことの

反証を行ったが、初審・再審査を通じ、脱退勧奨等の発言を行った

とされるＹ５マネジャーの陳述書の提出はなく、証人としての証言

も行っていない。

ウ 次に、会社はＹ５マネジャーらとＸ７証人の席は５メートルくら

い離れており会話が聴き取れる状況ではなかったと主張するのに対

し、Ｘ７証人は再度レストランで調査を行ったとして、その距離は

２メートルくらいであったと供述する（初審第４回審問３０頁 。）

上記会社の主張は、Ｙ９証人のＹ５マネジャーからの聴取りに基

づく再審査の審問における供述により裏付けられるものであるが、

５メートルも離れていれば会食での会話を聴き取ることは困難であ

ると考えられ、Ｘ７証人の供述の信用性を左右する重要な事情の一

つであるにもかかわらず、Ｙ９証人は初審では上記距離について供

述せず、再審査審問に至り初めて供述しており、その経過に不自然
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さが認められる。

これに対し、Ｘ７証人は、再度当該レストランに赴き、当時と店

のレイアウトが変わっていたため、テーブルやイスを並べ替えてＹ

５マネジャーらと同人の席の距離を計測し、２メートルくらいであ

った旨供述している。そして、当該レストランでの会食の際にＸ７

証人が撮影したとする映像をみても、その距離は５メートルまでは

離れておらず、組合が主張する２メートルくらいであると認められ

る。

会社は Ｘ７証人の供述に信用性がない事情として 上記(1)ア(ｲ)、 、

②及び③の事情も挙げるが、Ｘ７証人がＹ５マネジャーらが当時当

該レストランで会食したことに争いはなく、②の事情が同人の供述

の信用性を左右する決定的な事情であるとは考えられないし、③に

ついては争いがあるものの、上記イの立証のほか、これに関する証

拠はないから、いずれが事実であるか判断できない。

エ 以上、会社の反証はＹ５マネジャーから聴き取ったＹ９証人作成

の陳述書及び同人の供述のみであり、その基礎となったＹ５マネジ

、 、 、ャーの陳述は反対尋問を経たものではなく また 上記ウのとおり

Ｙ９証人の供述には不自然なところがある。他方、Ｘ７証人の供述

は具体的かつ詳細であり、不自然な点もなく、また同証人が、自ら

撮影した写真を証拠として提出したり、同ウのとおり、再度レスト

ランに赴き、テーブルやイスを並べ替えて距離を測る等実際に脱退

勧奨等が行われたことを見聞していなければとらないと考えられる

行動をとっている。

オ 以上によれば、Ｘ７証人の証言には信用性があり、Ｙ５マネジャ

ーのＺ３に対する言動についての前記第２の５(2)の事実認定に誤り

はない。そうすると、Ｙ５マネジャーはＺ３に対して、職位昇進・
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昇格についてＪＡＬＦＩＯに入らないと不利益を被ることを告げ、

組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨したものと認める

ことができる。

３ 争点ウ（本件Ｙ６室長のＸ３に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、Ｙ６室長がＸ３に対し、１８年８月１７日ころ 「な、

、 。」、「 、 。」、ぜ あっちに行かないの ごめんね 業務中にこんな話をして

「会社は数字で人を見るものだから、頑張っているあなたには是非

… 。ジャカルタにも行っていたでしょう 「逆に分かりやすいこ。」、

とをするのが会社なのよ。もっと利口になって行動したら。私はあ

なたの期担教官として声を掛けたの。今の直属マネジャーであるＺ

５さんは声を掛けられないと思って私が声を掛けたのよ 」などと発。

言したと認定するが、誤りである。

(ｲ) Ｙ６室長は、たまたま乗務室に居たＸ３を見かけて 「社内英検や、

チーズの資格に熱心に取り組んでいるみたいね 」と声を掛け、これ。

らは国際線に役立つ資格であることから、国際線に関する話になっ

た。Ｘ３がジャカルタ線の乗務をしていたものと誤解したＹ６室長

がジャカルタ線の乗務もしていたでしょうと話したところ、Ｘ３が

「（ ） 。組合の 代議員なのでジャカルタ要員には選抜されませんでした

。」 。会社がやることは分かりやすいですよね と組合の話を持ち出した

これに対し、Ｙ６室長は、Ｘ３がジャカルタ線に乗務していなかっ

た (自分が話し掛けた内容が誤っていた）ことを認識したのみで、

返答しなかった。同室長は、Ｘ３の同期の近況等を尋ねながら、資

格取得等に頑張ってほしい旨を伝えて話を終えたものであり、初審

で認定されている上記発言は一切していない。
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(ｳ) Ｘ３は陳述書を出したのみで証言はしておらず、同陳述書の内容

は信用性に欠ける。一方、Ｙ９証人は、Ｙ６室長から、Ｘ３の主張

する会話内容を示して逐一確認を行い、初審及び再審査においてそ

の聴取結果について陳述書を作成し提出するとともに証言を行って

いることから、同陳述書の内容の信用性は高い。

(ｴ) Ｙ６室長がＸ３に対し組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへの加入

を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ３作成の陳述書等を根拠

とした初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

(ｱ) Ｙ９証人は、初審審問で 「Ｙ６室長が日頃の頑張りをねぎらうた、

めにＸ３に話し掛けたところ、突然、Ｘ３が『代議員だったので、

ジャカルタ要員には選抜されませんでした 『会社のやることは分。』、

かりやすいですよね 』と、組合の話を始めた。このＸ３の発言に対。

、 、 、 、 、し Ｙ６室長は特に意識せず 何も言わなかったが Ｘ３は 更に

『タービュランス事故の件で会社は何もやってくれなかったが、Ｃ

。』 」 、ＣＵはバックアップしてくれた と組合の話をした と供述したが

この会話の流れは不自然である。Ｙ９証人自身も、初審における反

対尋問で、この会話の流れは不自然であることを認めていたにもか

かわらず、再審査段階で行ったとする再事情聴取においても、同人

は 「特に意識しなかった」とのＹ６室長の説明について、それ以上、

掘り下げて聞かなかったと再審査の審問で供述している。

当該発言の前後にある会話を隠蔽しているから、Ｙ６室長は「特

」 、に意識しなかった と苦しい言い訳をせざるをえなかったのであり

上記再事情聴取は意味のあるものではない。

(ｲ) したがって、初審命令の事実認定に誤りはなく、本件Ｙ６室長の

Ｘ３に対する言動を組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧め
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た発言と判断した同命令は正当である。

(2) 当委員会の判断

ア １８年８月１７日ころＹ６室長がＸ３と会話を交わしたことに争い

はない。

会社は、本件Ｙ６室長のＸ３に対する言動の事実はない旨主張す

る。

イ 上記について、組合は、同事実を根拠付ける証拠として、Ｘ３作

成の陳述書を提出するとともに、同人に対する脱退勧奨等について

Ｘ２書記長が証言することにより立証を行った。一方、会社は、他

の脱退勧奨等の発言があったとされた事項同様、Ｙ６室長から事情

を聴取したとするＹ９証人作成の陳述書を提出するとともに、同人

の供述（初審第５回及び再審査第１回）により当該事実がないこと

の反証を行ったが、初審・再審査を通じ、脱退勧奨等の発言を行っ

たとされるＹ６室長の陳述書の提出はなく、証人としての証言も行

っていない。

ウ Ｙ６室長とＸ３の会話が、同室長の話を聴き取ったＹ９証人の供

述どおりであるとすれば、Ｙ６室長が日頃の労をねぎらうためＸ３

に話し掛けるや、同人は突然組合の話をし、Ｙ６室長がこれに対し

何ら発言しなかったのに対し、Ｘ３は更に組合の話をしたというこ

。 、 、とになる これは 管理職であるＹ６室長に質問されていないのに

組合員であるＸ３があえて自発的・積極的に組合関係の話を持ち出

したことになり、組合員と管理職の両名の会話の流れとして、極め

て不自然と言わざるを得ない。一方、双方に争いのない「タービュ

ランス事故のとき、ＣＣＵには心のケアなどをしてもらいました。

ＣＣＵを抜ける気はありません 「ジャカルタには、ＣＣＵの代議。」、

員をしていたので選抜されませんでした。会社のやることは分かり



- 28 -

やすいですよね 」とのＸ３の各発言は、同室長がＸ３に対し組合か。

ら脱退を勧奨する発言をしたからこそ出てくる発言とみるのが自然

である。

エ 以上によれば、Ｘ３作成の陳述書及びこれを聴き取りその内容に

基づいて証言するＸ２書記長の供述は信用性があり、Ｙ６室長のＸ

３に対する言動についての前記第２の５(3)の事実認定に誤りはな

い。そうすると、Ｙ６室長はＸ３に対して、国際便乗務員の選抜に

関して、組合に止まることで不利益を被ることを告げて組合からの

脱退を勧奨するとともに、労働組合を変わらないことについての質

問を通じてＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨したものと認めることがで

きる。

４ 争点エ（本件Ｙ６室長のＸ４に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、Ｙ６室長がＸ４に対し、１８年８月１１日ころ 「あ、

なたはＣＣＵに残ってるみたいだけど理由はあるの 「ＪＡＬＦＩ。」、

Ｏの話を聞いた上での判断なの 「もし、地上職をやることになっ。」、

たら周りはみんなＪＡＬＦＩＯの組合員で、業務もギクシャクして

やりにくくなるのよ 「では、地上職への異動は考え直します。で。」、

も、長く働くつもりなら考え方を変えたほうが良いわよ 」などと発。

言したと認定するが、誤りである。

(ｲ) 同年７月末か８月上旬頃、Ｙ６室長はスタンバイ中であったＸ４

に声を掛けたが、これは１８年９月及び同年１０月に予定されてい

た地上職研修の候補者としてＸ４がマネジャーから推薦されていた

からで 本人の希望と適性を確認するためであった Ｙ６室長が 地、 。 「

上スタッフ業務について興味があるか と聞いたところ Ｘ４は ス」 、 「
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タッフ業務は全くやったことがないため、不安はあるが興味がない

訳ではない」と答えた。そこで、Ｙ６室長が地上スタッフの業務内

容及び守秘義務について説明したところ、Ｘ４が「そういう業務は

自分にとっては難しい」と返答したため、同室長は適性に難がある

と判断して面談を終了しており、初審命令で認定されたような上記

発言はしていない。

(ｳ) Ｙ６室長がＸ４に対し組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへの加入

を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ４の陳述書等を根拠とし

た初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

Ｘ４がＹ６室長から脱退勧奨を受けた直後に友人に送ったメール

の記載内容と、Ｘ４の陳述書・供述の内容は一致しており、同人の

供述等は極めて信用性が高い。

したがって、初審命令の事実認定に誤りはなく、これを組合から

の脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧めた発言と判断した同命令は正

当である。

(2) 当委員会の判断

ア １８年８月１１日ころＹ６室長がＸ４と会話を交わしたことに争い

はない。

会社は、本件Ｙ６室長のＸ４に対する言動の事実はない旨主張す

る。

イ 上記について、組合は、同事実を根拠付ける証拠として、Ｘ４作

成の陳述書を提出するとともに、同人の供述（初審第３回及び第４

回）及びＹ６室長から脱退勧奨等を受けた事実を記載した携帯電話

のメールの写真等を提出することにより立証を行った。これらの陳

述書及び供述において、Ｘ４はＹ６室長の言動について具体的かつ
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、 。 、詳細に述べており しかもその内容には不自然な点はない そして

上記メールは、Ｙ６室長から脱退勧奨を受けた当日に作成・送信し

たものであることが認められ、同証拠の記載内容とＸ４の陳述書及

び証言の内容は一致していることから、Ｘ４の供述の信用性は高い

ものといえる。一方、会社は、他の脱退勧奨等の発言があったとさ

れた事項同様、Ｙ６室長から事情を聴取したとするＹ９証人作成の

陳述書を提出するとともに、同人の供述（初審第５回及び再審査第

１回）により当該事実がないことの反証を行ったが、初審・再審査

を通じ、脱退勧奨等の発言を行ったとされるＹ６室長の陳述書の提

出はなく、証人としての証言も行っていない。

ウ 以上によれば、Ｙ６室長のＸ４に対する言動についての前記第２

の５(4)の事実認定に誤りはない。そうすると、Ｙ６室長はＸ４に対

して、地上職の業務に就いた場合に、組合に止まることで不都合が

生じることを告げ組合からの脱退を勧奨するとともに、組合に残っ

ていることについての質問を通じてＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨し

たものと認めることができる。

５ 争点オ（本件Ｙ７マネジャーによるＸ５に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、Ｙ７マネジャーがＸ５に対し、１８年７月１７日こ

ろ 「日航ジャパンの会社の深夜業免除制度も、１０月の会社合併以、

降どうなるか分からないのよ 「協定を結んでいないＣＣＵの組合。」、

員は１か月に１日から３日しか勤務のアサインがないということ

よ 「そうなるとＣＣＵのママさん客室乗務員は、１０月以降、働。」、

き続けることができなくなるわ 「あなたには辞めてほしくないか。」、

ら早く考えた方が良いわ 」などと発言したと認定するが、誤りであ。
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る。

(ｲ) Ｙ７マネジャーは、配下の客室乗務員の深夜業免除の窓口となっ

ていたことから、同免除の申請中であったＸ５に声を掛け、理解不

足であったＸ５を心配し、会社合併後の制度（６泊制限がなくなる

こと等）をＸ５に説明した。Ｙ７マネジャーは 「現在、あなたは子、

供がいるから、１か月の泊まりの回数を６泊までとの制限をしても

らい、かつＳ／Ｂ（スタンバイ）なし、勤務の変更をしないとの日

本航空ジャパンのママさん客室乗務員独自の制度でフライトを続け

ているけど、その制度も１０月以降どうなるか分からないのよ 」と。

の話をした。協定の有無で深夜免除の取扱いが変わることから 「所、

」属組合が１０月以降協定を結ぶかどうか方向性もきちんと確認して

、 、と話したが 初審命令で認定されたような組合による取扱いの違い

労働組合の移行を求めるような発言はしていない。

(ｳ) Ｙ７マネジャーがＸ５に対し組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへ

の加入を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ５の陳述書及び供

述等を根拠とした初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

Ｙ９証人は、再審査において初めて、Ｙ７マネジャーが、辞めて

欲しくないので 「きちんと確認して」と述べたことを認めた（再審、

査第１回審問６頁 。）

初審段階で、Ｘ５は、Ｙ７マネジャーが「あなたには辞めてほし

くないから、早く組合所属を考えた方がいいわ 」と言ったと供述し。

ていたにもかかわらず、会社は再審査におけるＹ９証人の陳述書ま

で上記発言は一切なかったと供述していた。

このようにＹ９証人の供述は信用性に欠けるものであって、初審

命令の事実認定に誤りはなく、本件Ｙ７マネジャーによるＸ５に対
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する言動を組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧めた発言と

判断した同命令は正当である。

(2) 当委員会の判断

ア １８年７月ころＹ７マネジャーがＸ５と会話を交わしたことに争

いはない。

会社は、本件Ｙ７マネジャーのＸ５に対する言動のうち 「あなた、

には辞めて欲しくないから」等の一部発言を除き、当該事実はない

旨主張する。

イ 上記について、組合は、同事実を根拠付ける証拠として、Ｘ５作

成の陳述書を提出するとともに、同人の供述（初審第３回）等によ

り立証を行ったが、同供述はＹ７マネジャーの言動を具体的かつ詳

細に述べており、しかもその内容には不自然な点はない。一方、会

社は、他の脱退勧奨等の発言があったとされた事項同様、Ｙ７マネ

ジャーから事情を聴取したとするＹ９証人作成の陳述書を提出する

とともに、同人の供述（初審第４回及び再審査第１回）により当該

事実がないことの反証を行ったが、初審・再審査を通じ、脱退勧奨

等の発言を行ったとされるＹ７マネジャーの陳述書の提出はなく、

証人としての証言も行っていない。

ウ そして、上記組合の主張するとおり、Ｙ９証人は初審では、Ｙ７

マネジャーは「辞めてほしくないから」と発言していなかったと供

述していたにもかかわらず、再審査における尋問では同発言を認め

ている。また、Ｙ９証人は再審査で、Ｙ７マネジャーが「組合の方

針を確認し 「考えて 「早めに準備」するようＸ５に述べたと供」、 」、

述しており、これらのことはＸ５の供述と一致している。本件審査

を通じてみられるこのようなＹ９証人の供述の状況からは、同証人

は会社に差し障りのないことについては断片的に認め、不都合なこ
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とは供述しないといった対応を基本としていることがうかがわれ、

Ｙ７マネジャーのＸ５に対する言動についても、Ｙ９証人の供述を

そのまま信じることはできない。

エ 以上によれば、Ｙ７マネジャーのＸ５に対する言動についての前

記第２の５(5)ウの事実認定に誤りはない。そうすると、Ｙ７マネジ

ャーはＸ５に対して、会社合併後は合併前と比較して深夜業免除申

請者の収入が激減することを告げ、ＪＡＬＦＩＯと締結した労働協

約と同様の内容の協約を組合が日航ジャパンと締結していないこと

を利用して組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨したも

のと認めることができる。

６ 争点カ（本件Ｙ７マネジャーによるＸ６に対する言動）について

(1) 当事者の主張の要旨

ア 会社の主張要旨

(ｱ) 初審命令は、Ｙ７マネジャーがＸ６に対し、１８年７月１３日こ

ろ 「…地雷を踏む覚悟で言うけど、１０月から深夜業免除制度が変、

更になるけど、大丈夫？ 協定持ってる組合は一つしかないんでし

ょう 」と発言したと認定するが、誤りである。。

(ｲ) Ｙ７マネジャーが「深免は１０月以降、協定がどうなるか分から

ないけど、大丈夫？」と聞いたところ、Ｘ６は「自分で考えます 」。

と答え、それを受けて「よく考えてね 」と一言伝えただけですぐに。

会話が終わった。Ｙ７マネジャーは、配下の客室乗務員の深夜業免

除の窓口となっていたことから、申請中であったＸ６に声を掛け、

今後深夜業免除の制度がどのようになろうと、自分の生活環境につ

いて対応を考えているかを確認するのは当然の対応である。Ｙ７マ

ネジャーが「地雷を踏んだなんて誤解しないでね 」と発言した事実。

はあるが、これはプライベートにかかわる内容の話をしたため、気
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に障るかもしれないと思い、そのように発言をしたに過ぎない。Ｙ

、７マネジャーが組合を移った方がよいと発言した事実は認められず

Ｘ６もこれを認めている。

(ｳ) Ｙ７マネジャーがＸ６に対し組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへ

の加入を勧める発言を行った事実は一切なく、Ｘ６の陳述書及び供

述等を根拠とした初審命令の事実認定は誤りである。

イ 組合の主張要旨

Ｙ９証人は、Ｙ７マネジャーの「地雷」発言について、初審では

「組合の問題として受け止めないでねというつもりで、いわゆるジ

ョークとしてそのような言葉を使ったと供述していた。しかし、再

審査のＹ９陳述書では 「Ｘ６さんのプライベートなことにかかわる、

ので気に障るかも知れないと思って、そのような言葉を言っただけ

です 」と供述が変遷している。。

このようにＹ９証人の供述は信用性に欠けるものであって、初審

命令の事実認定に誤りはなく、Ｙ７マネジャーによるＸ６に対する

言動を組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧めた発言と判断

した同命令は正当である。

(2) 当委員会の判断

ア １８年７月ころＹ７マネジャーがＸ６と会話を交わしたことに争

いはない。

会社は、本件Ｙ７マネジャーのＸ６に対する言動のうち 「深免は、

１０月以降、協定がどうなるか分からないけど、大丈夫？ 「よく」、

考えて 」との発言を除き、当該事実はない旨主張する。。

イ 上記について、組合は、同事実を根拠付ける証拠として、Ｘ６作

成の陳述書を提出するとともに、同人の供述（初審第３回及び第４

回）等により立証を行ったが、同人はＹ７マネジャーの言動を具体
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、 。的かつ詳細に供述しており しかもその内容には不自然な点はない

一方、会社は、他の脱退勧奨等の発言があったとされた事項同様、

Ｙ７マネジャーから事情を聴取したとするＹ９証人の陳述書を提出

するとともに、同人の供述（初審第５回及び再審査第１回）により

当該事実がないことの反証を行ったが、初審・再審査を通じ、脱退

勧奨等の発言を行ったとされるＹ７マネジャーの陳述書の提出はな

く、証人としての証言も行っていない。

ウ 組合が主張するとおり、Ｙ９証人は、Ｙ７マネジャーの「地雷」

発言について、初審では労働組合の所属・選択問題とは関係なくジ

ョークであると供述したが、再審査では「プライベートなこと」に

配慮したものであると供述を変遷させており、これは初審での供述

では説得力に欠けるため再審査では別の理由に替えて供述したもの

と考えられる。また、Ｙ７マネジャーとＸ６との会話の経緯からす

ると 「地雷を踏む覚悟」との発言については、プライベートなこと、

だからというＹ９証人の説明は説得力がなく、同マネジャーの発言

が不当労働行為と指摘されるのを覚悟してＸ６に述べることをその

ように表現したものとみるのが自然である。以上のことから、会社

も認める「深免は１０月以降、協定がどうなるか分からないけど、

大丈夫？ 「よく考えて」旨の同マネジャーの発言は 「地雷を踏む」、 、

覚悟」で同人がＸ６に労働組合の所属・選択を迫った発言であった

とみるのが相当である。

エ 以上によれば、Ｙ７マネジャーのＸ６に対する言動についての前

記第２の５(5)エの事実認定に誤りはない。そうすると、Ｙ７マネジ

ャーはＸ６に対して、会社合併後は合併前と比較して深夜業免除申

請者の収入が激減することを告げ、ＪＡＬＦＩＯと締結した労働協

約と同様の内容の協約を組合が会社と締結していないことに関連さ
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せて組合からの脱退及びＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨したものと認

めることができる。

なお、上記２ないし６の脱退勧奨の背景事情として、会社は、初審命令

が、Ｙ２部長がＸ２書記長に対し 「労使協議会では不当労働行為の話を、

しないでほしいの。… 不当労働行為の話が出るのはよくないの 「Ｘ。」、

２さんだって将来のことがあるでしょう 」等認定したことは誤りである。

とも主張するが Ｘ２書記長はこのことについて具体的かつ詳細に供述 初、 （

審第１回及び第２回）しており、その内容には不自然な点はない。これに

、 、対し Ｙ２部長は初審において証人に採用されたにもかかわらず出頭せず

会社は、同部長が上記発言はしていないと述べたことを聴き取ったＹ９証

人の供述等により反証を行ったにすぎないから、上記会社の主張は採用で

きない。

７ 会社の不当労働行為責任について

以上争点イないしカについては、当該各脱退勧奨等の事実を認めること

ができるから、次に、これら管理職の発言が会社に帰責させるべき不当労

働行為に該当するかどうかについて検討する。

(1) 労働組合法第２条第１号の使用者の利益代表者に近接する職制上の地

位にある者が使用者の意を体して、労働組合からの脱退勧奨、別組合へ

の加入勧奨等労働組合に対する支配介入を行った場合は、同法第７条第

３号所定の支配介入に当たると解される。

(2) 前記第２の２(2)ア、イ認定のとおり、日航ジャパンの客室乗務室長

は、自己が統括する室のマネジャーらを統括するとともに、客室乗務員

の昇格、一時金の二次人事考課を行うこと等を職務としており、また、

客室マネジャーは、客室乗務員の昇格、一時金の一次人事考課を行う権

限、乗務の際は統括・管理者として指示・指導する権限を持ち、客室乗

務員の地上職への異動の推薦を行うこと等を職務としているのであるか
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ら、本件管理職は、労働組合法第２条第１号の使用者の利益代表者に近

接する職制上の地位にある者といえる。

(3) 前記第２の３の(1)認定のとおり、日航ジャパンでは、大半の従業員

をＣＣＵの母体であったＪＡＬＪ労組が組織していたが、その後、同社

が合併することとなる会社では、ＪＡＬＦＩＯが従業員の過半数を組織

していた。

同３(2)、(3)、４の(3)及び５認定のとおり、①日航ジャパンでは、

経営統合が本格化し会社合併の計画に至る１７年１月ころには、管理職

が入手した脱退届を利用して作成された多数の脱退届が組合の執行部に

提出されたり、１７年以降組合員には脱退するものが多く生じていたこ

と、②上記２ないし６のとおり、本件脱退勧奨は、客室乗員部の３つの

乗務室のうちの２つにまたがる３名の管理職によって、その配下にある

５名の組合員に対し行われており、そこでは、本件脱退勧奨に際して、

日航ジャパンないし会社が組合に対して否定的な認識を有していること

を示して脱退を促していること、③本件脱退勧奨が行われた客室乗員部

と異なる整備職場においても、管理職有志が主催し、同年１０月ころに

数回開催された学習会は、勤務時間内に会社施設を使って行われ、同会

で配布したパンフレットでは、ＪＡＬＦＩＯについては「産業民主主義

に基づく民主的労働運動を標榜する」労働組合である等と分析していた

のに対し、組合の母体であったＪＡＬＪ労組については「ストライキを

背景とした民主的・戦闘的な運動」を主体とした労働組合であり、世間

一般がどう見ているか認識できていない労働組合であると分析していた

ことが認められる。

以上のような複数の職場にまたがる管理職の認識と行動からは、日航

ジャパンには、多数組合であるＪＡＬＦＩＯは会社にとって好ましい存

在であり、他方、組合の母体であったＪＡＬＪ労組は好ましからざる存
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在であり、その組織の一部を引き継いだ組合も同様に好ましからぬ存在

と考える意向があったものと推認できる。

もっとも、同３(2)、(3)認定のとおり、日航ジャパンは、脱退届ない

し整備部門での管理職による勉強会についての組合の抗議に対し、一応

の対応はとってはいるが、これが形式上のものであり、労働組合の活動

に介入しない態度を管理職に徹底し堅持させていたといえないことは、

上記２ないし６判断のとおり、本件管理職(Ｙ４マネジャーを除く）が

組合からの脱退を勧奨し、ＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨していたことか

らして明らかであるから、当該会社の対応は上記判断を左右しない。

(4) そして、本件管理職（Ｙ４マネジャーを除く）による言動は、２つの

客室乗務室の３名の管理職によって日航ジャパンが会社との合併に向か

っている時期に、その配下の５名の組合員に対しほぼ同様の態様で行わ

れているので、日航ジャパンの上記のような意を体して、組合員に対し

組合からの脱退とＪＡＬＦＩＯへの加入を勧奨したものと推認できる。

８ 結論

以上１ないし６の判断からすると、前記第１の１③の申立事実を組成す

る事実のうち、争点イないしカに係る事実については当該各脱退勧奨等の

事実が認めることができ、これら管理職らの言動は、上記７の判断のとお

り、日航ジャパンの意を体して行われたものといえるから、会社は労働組

合法第７条第３号の不当労働行為の責を負う。

よって、会社の再審査申立ては理由がないから、労働組合法第２５条、

第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委員会規則第５５条に基づ

き、主文のとおり命令する。

平成２１年１月２１日

中 央 労 働 委 員 会


